
収穫調査委託契約仕様書

（適用）

１ この仕様書は、収穫調査委託契約について一般的事項及び調査事項を定め適用するもので

ある。

２ 収穫調査委託契約の実行に当たっては全て誠意を旨とし、かつ実施の細部について受託者

（以下「乙」という。）は、委託者（以下「甲」という。）が定めた監督職員の指示に従わ

なければならない。

第１ 一般的な事項

１ 調査計画表の作成、提出、承認

（１） 乙は、収穫調査委託契約約款（以下「約款」という。）第２条第１項の規定に基づ

き、「調査計画表」を甲に提出し、その承認を受けなければならない。

（２） 乙は調査計画書の内容に変更が生じたとき及び調査期間内に調査を完了することが

できないと認めるときは、約款第１２条第１項の規定に基づき甲に対して遅滞なくそ

の理由を詳記した書面に変更調査計画書を添付して、期間の延長を求めることができ

る。

（３） 甲は、前号の場合においてその理由が正当と認められ、かつ事業実行上支障が無い

と認められるときは、調査期間を延長し、その旨を書面をもって乙に通知しなければ

ならない。

２ 現場代理人及び担当技術者

（１） 乙は、約款第６条第１項に基づき「現場代理人及び担当技術者等届」を調査前に甲

に提出しなければならない。

なお、約款同条第４項の規定により変更した場合又は乙の都合により変更した場合

も同様とする。

（２） 現場代理人は、別表「担当技術者の資格区分」にある技術員の技術経歴以上の者で

あって、甲が適切と認めた者とする。

３ 極印管理責任者及び極印使用者届の提出

乙は、約款第７条第１項に基づき、「極印管理責任者及び使用者届」を調査前に甲に提

出しなければならない。

４ 支給材料及び貸与品

（１） 甲は、約款第８条第１項に定める支給材料及び貸与品について「支給材料通知書」

及び「貸与品通知書」により乙に通知するものとする。

（２） 乙は、約款第８条第２項の規定に基づき支給材料又は貸与品の引き渡しを受けたと

きは、その都度「支給材料受領書」又は「貸与品借用書」を、甲に提出しなければな

らない。

（３） 乙は、支給材料が不足したときは、「支給材料追加申請書」を甲に提出することが

できる。

（４） 甲は、前項の「支給材料追加申請書」を受理したときは、調査の実施のために必要

と認められない場合を除き、「支給材料追加通知書」により、乙に通知するものとす

る。

５ 極印の貸与、返納

（１） 甲が乙に対して約款第９条第１項の規定に基づき極印を貸与する場合は、甲の極印

管理担当者が行うものとする。

（２） 乙は、約款同条第２項の規定に基づき極印の引き渡しを受けたときは、その都度「物

品（極印）借用書」を甲に提出しなければならない。



（３） 乙は、約款同条第６項の規定に基づき調査の完了もしくは変更又は契約解除等によ

って極印が不要となったときは直ちにその極印について「物品（極印）返納届」を甲

の指示した時期及び場所で甲に返納しなければならない。

６ 変更契約

（１） 次に掲げる場合は、約款第１１条第２項に基づき契約を変更する。

ア 契約を履行できない調査箇所が発生する場合

イ 調査箇所を踏査した結果、次に掲げる事項について甲が指示した場合

（ア） 立木調査方法の変更

（イ） 新たに伐採列等を設定するための実測作業

（ウ） 新たな標準地調査法の標準地の設定

（エ） 新たな除外地の設定。ただし標準地調査法による調査箇所は除く。

（オ） 収穫とりやめ

ウ その他契約条件が変わると甲が判断した場合

（２） 予定数量（調査区域面積）に対し３０パーセント以上の増減が見込まれる場合は、

約款第１１条第３項に基づき契約を変更する。

ただし、標準地内のみ選木・標示を行う標準地調査法の面積は増減の対象とせず、

毎木調査法の面積が３０パーセント以上の増減が見込まれる場合のみを対象とする。

７ 委託代金の確定及び部分払

本委託契約は、概算契約であることからその精算が必要であり、約款第１５条第３項の

規定に基づく委託代金の確定方法は、次のとおり行うものとする。

（１） 予定数量（調査区域面積）に対し３０パーセント未満の増減の場合の委託代金

ア 委託代金確定額

最終的な委託代金確定額は、契約金額（消費税を除く）を予定数量（調査区域面積）

で除した単価（端数処理をしていないもの）に確定した数量（調査区域面積）を乗じ

て算出する。

イ 消費税及び地方消費税相当額

委託代金確定額の１０／１００とし、円未満の端数は切り捨てる。

ウ 精算

委託代金確定額は、部分払累計額を控除したものとする。

（２） 部分払

約款第１６条第３項に規定する部分払いの委託代金相当額算定方法は次のとおり行

う。

ア 一部完了部分に対する部分払

調査完了した箇所（林小班単位）における検査合格に対する部分払とし、その委託

代金算定は次による。

甲が算出した契約箇所（林小班単位）ごとの経費の総和×０．９×消費税

イ ２の（１）で算出した単価は、契約総額の単価であるため部分払の代金確定には採

用しない。

（３） 収穫とりやめ箇所

間伐設計の結果等からその後の調査をとりやめる箇所については、間伐設計等まで

の経費を見込む。

８ その他

（１） 甲が委託調査地への立会を求めたときは、乙は、特別な事情のない限りこれに応ず

るものとする。

（２） 本契約に係る諸手続については、甲が指示する様式を使用するものとする。



第２ 調査に関する事項

１ 収穫調査の細部

（１） 収穫調査の方法及び取扱いの細部については、「東北森林管理局国有林野産物収穫

調査規程」（令和２年６月２２日２東資第４６号）、「東北森林管理局収穫調査規程

の運用」（令和２年３月３１日元東資第１１５号）「国有林野産物極印規則」（昭和３

４年４月４日農林省訓令第１５号）、「国有林野産物極印規則実施細則等について」（昭

和３４年１２月２日３４林野業第３３３６号）、及び「間伐の要領の制定について」

（平成２８年２月１７日２７東計第９０号）「青森ヒバ天然林の間伐における選木の

考え方について（暫定版）」（平成２３年４月２８日付け計画課長文書）の定めると

ころによるものとする。

（２） 甲は、前項に掲げる文書の内容について具体の指示がある場合は、特記仕様書に示

すものとする。

（３） 甲は、必要に応じて調査内容の変更を乙に指示することができる。

ただし、調査箇所の追加、振り替えは行わないものとする。

２ 希少動植物

乙は、調査に際して、希少動植物の生息・生育を確認した場合は速やかに甲に報告する

ものとする。

３ 安全管理態勢の確立

（１） 乙は、労働安全衛生に関する諸法令及び交通法規のほか、甲の指示を遵守し、労働

災害及び交通災害を発生させないものとする。

（２） 乙は、調査地ごとに現場代理人及び安全管理者を配置するものとする。

また、災害発生時等緊急時の連絡体制を甲へ届け出るものとする。

（３） 乙は、現場作業担当者の非違行為によって、林野火災を発生させないものとする。

４ その他

（１） 乙は、作業上必要な施設の設置箇所については、甲の指示を受けるものとする。

（２） 乙は、業務上知り得た成果等について他人に漏らしてはならない。

（３） 乙は、約款及びこの仕様書に明示されていない事項又は疑義を生じたときは、監督

職員の指示を受け、これに従うものとする。



別紙６

収穫調査業務委託における渓畔周辺の取扱に関する特記仕様書

（区域の設定について）

・渓畔周辺区域が含まれると説明された収穫調査箇所においては、区域の範囲等について

監督員と打合せのうえ決定するものとする。なお、復命書に添付する施業実施計画図及び

実測位置図には、沢に青色を付して凡例に渓畔である旨記載するものとする。

（主伐の調査について）

・皆伐・複層伐の調査については、渓畔周辺区域を保護樹帯として設定・区分し、必要に

応じて間伐するものとする。なお、分収林等において契約どおり実行する場合は従来どお

り区域全域の調査を行うものとする。

・択伐の調査については、渓畔周辺区域も含めて調査を行うものとする。なお、調査にあ

たっては本来成立すべき植生の維持・形成に配慮した選木とする。また、必要に応じて伐

採を見合わせた区域を除外地として設定するものとする。

（間伐の調査について）

・毎木調査法による定性間伐の調査については、渓畔周辺区域も含めて調査を行うものと

する。なお、調査にあたっては本来生育すべき樹種以外を選木するものとする。また、必

要に応じて伐採を見合わせた区域を除外地として設定するものとする。

・毎木調査法による列状間伐の調査については、渓畔周辺区域も含めて調査を行うものと

する。なお、必要に応じて伐採を見合わせた区域を除外地として設定するものとする。

・標準地調査法による定性間伐・列状間伐の調査については、調査は従来どおり行うもの

とするが、標準地の設定箇所は渓畔周辺区域外とする。 また、必要に応じて伐採を見合

わせた区域を除外地として設定するものとする。

（搬出計画図の作成について）

・搬出計画図（搬出系統図）の作成にあたっては、できるだけ水際に近い位置での森林作

業道作設を想定しないよう留意するものとする。


